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　昨年度に引き続き、前年中に公的年金等を受給
されていた方で、４月１日現在６５歳以上（昭和２０
年４月２日以前生まれ）の方は、公的年金等から
市民税・都民税の特別徴収（引き落とし）が行わ
れます。
　このことに伴い、６５歳未満の方と、６５歳以上の
方への納税通知書の送付日が異なりますのでご注
意ください。
興納税通知書の送付日
◎６５歳未満の方…６月４日晶
◎６５歳以上の方…６月１１日晶
　ただし、次の方には送付しません。
①市民税・都民税が非課税の方
②６５歳未満の方で、市民税・都民税をすべて給与
からの特別徴収（引き落とし）で納めている方

興平成２２年度非課税となる方
①平成２２年１月１日現在、生活保護法による生活
扶助を受けている方
②平成２１年分の合計所得金額が１２５万円以下の障
害者、寡婦、寡夫、未成年者（平成２年１月３日
以降生まれ）の方
③平成２１年分の
合計所得金額が
右表以下の方
※扶養人数と
は、控除対象配
偶者と扶養親族
を合計した人数
です。

興市民税・都民税の課税・非課税証明書の発行
　平成２２年度の証明書の発行は、６月４日晶から
です。
　証明書を発行できる方は、①市民税・都民税申
告書または確定申告書を提出された方②支払先か
ら給与や公的年金等の支払報告書等の提出があっ
た方③上記①と②に該当する方の扶養親族として
申告書等に氏名の記載のある市内在住の方です。
　上記①～③に該当しない方は、申告を受け付け
てから、証明書の発行までに１か月ほどの期間が
かかる場合がありますので、お早めに申告してく
ださい。市民税・都民税の申告は、市民税課（田
無庁舎４階）で受け付けています（郵送も可）。

　公的年金等受給者の納税の便宜を図る観点か
ら、６５歳以上（４月１日現在）の方を対象に、平
成２１年１０月支給の公的年金等から市民税・都民税
の特別徴収（引き落とし）が開始されました（年
金特徴）。平成２２年度も引続き市民税・都民税の年
金特徴が行われます。
　年金特徴の対象者には、６月１１日晶に発送する
納税通知書でお知らせします。
　年金特徴により納付していただく税額は、公的
年金等に係る所得から算出される税額に限られま
す。公的年金等の所得以外の所得（給与、事業、
不動産な

ど）から算出される税額については、給与
からの特別徴収または納税者ご本人に納付してい
ただく普通徴収になります。

□平成２１年度から年金特徴が継続となる方
（図１参照）

　平成２１年度から年金特徴が継続されている方
は、平成２２年度は公的年金等に係る所得から算出
される税額のすべてが年金の定期支給時に徴収さ
れます。平成２２年４月、６月、８月の各年金支給
時には平成２１年度１２月および２月徴収額と同額が
年金特徴されます（仮特別徴収）。そして、平成２２
年１０月、１２月、平成２３年２月の各年金支給時には、
公的年金等に係る所得から算出される年税額から
仮特別徴収した税額を引いた残額が年金特徴され
ます。

□平成２２年１０月から年金特徴が開始される
方（図２参照）

　次の①または②に該当される方は、平成２２年度
について年金特徴となる場合、普通徴収で納付し
ていただく分と、各年金定期支給時に年金特徴さ
れる分があります。
①昭和１９年４月３日～昭和２０年４月２日生まれの
方
②昭和１９年４月２日以前生で、平成２１年度に年金
特徴が停止になった方
　公的年金等に係る所得から算出される年税額の
うち、原則２分の１相当額を個人納付（普通徴収）
（第１期、第２期の２回）で納付していただき、
残りを平成２２年１０月、１２月、平成２３年２月に支給
される公的年金等から特別徴収により納付してい
ただきます。

□６５歳未満で給与所得がある方の納付方法
が変わりました

　平成２１年度においては、年金特徴制度の導入に
より、６５歳未満で年金特徴の対象とならない方に
ついても、公的年金等に係る所得から算出される
市民税・都民税と給与所得から算出される市民税・
都民税とを合算して、給与から引き落とすこと
（給与特徴）ができなくなったため、普通徴収に

平成２２年度　市民税・都民税の公的年金等からの特別徴収（引き落とし）について

◆市民税課 　田 （札４６０－９８２７・９８２８） ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ  建 税
イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

～年金受給者で、市民税・都民税が課税される方へ～

□市民税・都民税非課税限度額

合計所得金額扶養人数※
　３５万円０人（本人のみ）
　９１万円１　人
１２６万円２　人
１６１万円３　人
１９６万円４　人

１人増すごとに
３５万円加算５人以上

図１　平成２１年度から年金特徴が継続の方（収入状況等は年によって変わらないものとします。）

（例）収入が公的年金等のみで、市民税・都民税の年額が平成２１年度２０，０００円、平成２２年度２１，０００円の場合

◎平成２１年度　　年税額２０,０００円

年金特徴普通徴収

平成２２年２月平成２１年１２月平成２１年１０月平成２１年８月平成２１年６月徴収月

３，３００３，３００３，４００５，０００５，０００徴収額

年金特徴の方の納税通知書はこのようになります

図２　平成２２年１０月から年金特徴が開始される方

（例）収入が公的年金等のみで、市民税・都民税の年額が平成２２年度２１，０００円の場合
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す。この場合、給与所得以外の所得から算出され
る税額についてもすべてが普通徴収となります。
　６５歳未満の給与特徴者で、公的年金等から算出
される税額の納付方法が普通徴収になっている方
は、勤務先から申請をいただければ給与特徴に切
り替えすることができます。この場合、年税額の
すべてが給与特徴になります。

より納付していただきました。
　しかし、平成２２年度の税制改正により、６５歳未
満の給与所得者には、原則として公的年金等から
算出される税額を給与分と合算して、給与から特
別徴収することになりました。
　希望により、公的年金等から算出される税額
を、普通徴収で納付していただくこともできま


